
事務区分   広域連合   構成市町村の窓口   

7 レセプト点検・  ○点検・過誤処理  

過誤処理   ○レセプトデータ管理  

○給付実績データを各  

市町村に送付   

8 診療報酬明細書  ○開示・非開示の決定  ○開示請求受付   

等の開示   ○医療機関への確認   ○開示日の調整  

○町村への資料提出   ○広域連合からの資料開示   

9 国保事業報告  ○市町村、国保連合会  

（月報、年報）  q から情報を集めて作  

成（次頁参照）   

10国庫支出金・  

療養給付費交  

付金・県支出  

金・共同事業  

交付金・退職  

者医療制厚事  

務   

11／安定化計画   ○作成・報告   ○計画書を作成し、連合に提  

出  

○実績を連合に提出   

12 保健事業   ○特定検診 市町村へ  ○各市町村で実施  

委託  ○特定検診の実施   

○レセプトデ」タの分  

析  

13単独事業（福   ○各市町村の判断で実施   

祉事業）  

14 国民健康保険  ○設置、運営   ○（仮）国民健康保険税審議   

運営協議会   （会長1名、委員17  

名）   

15  

※市町村の窓口での申請の受付については、一定フォーマットを決めておき、  

広域連合とのやり取りを容易にする方法が考えられる。  
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「広域連合での月報作成のイメージ」（国保連合会への委託を前提としたもの）  

保険者  
（広域連合・組合）  

経理状況  
（収支状況・   

収納状況・   
給付の状況）  

一般状況  
（被保険者鞍・世帯数  

・異動の状況）  

窓口取扱い（現金給付）分   

療黄葉（装具・特別頼義費・etC）  
高額療養費  
損害賠償金  
返還金  
その他（退職振醤分等）  

－
－
］
－
 
 

国保連合会から提出された月報の内容  
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国保連合会において、保険者（広域連合）提供のデータと国保連合会処理分を合体し、県に報告。（手法は検討の必要有り。）  

【主なメリット】 保険者における月幸馴乍成事務の省力化。（国保連合会処理分との合算作業等の電算化）  

月報の精度向上。（報告内容の入力誤りの減少）  

大半のデータを日次処理で蓄積されている広域連合サーバーから入手可能  

療給負担金や調整交付金の事務は  広域連合が実施することより、市町村における新たな負担は発生しない。  

【主なデメリット】修正作業等における責任の所在の不明確。   



○ 提   

1 具体的な組織  

県内35市町村で構成される高知県国民健康保険広域連合（以下、「本広域連  

合」といいます。）を立ち上げ、本広域連合が一元的に共同化できる業務を担い、  

各市町村の担当職員を併任して受付窓口業務を行います。   

平成19年4月1日現在の県内の市町村の国保の担当職員数は、資格・給付・  

報告事務が131名、レセプト点検・管理の非常勤等が60名、国保税の賦課  

事務が64名、合計255名となっています。   

これを本広域連合では、課長1名、資格（賦課）係10名、給付係10名、  

保健事業係3名、レセプト点検30名他の合計58名の体制で対応が可能だと  

考えています。   

また、各市町村の窓口には、少なくとも資格の取得喪失・給付受付のために  

最低1名の人員が必要であり、広域連合化後でも県内の合計で79名が必要と  
なりますが、事務が軽減された分、他の事務を担当することも可能となります。   

一方、貝武課職員64名は、直接賦課方式か分賦金方式によって、本広域連合  

への配置か市町村への配置かで変わってきますが、分賦金方式でも多くの事務  

を広域連合で処理することにより、現在よりも縮減することができると考えて  

います。   

本広域連合の職員は、主に市町村や県からの派遣職員を想定していますが、  

レセプト点検については専門性が高い部分であるため、臨時・嘱託職員（非常  

勤職員）での対応を考えています。また、国保連合会などへのアウトソーシン  

グを積極的に行えば、更に組織体制は縮減することが可能と考えています。   

このように、人員削減については、1人で国保を担当している市町村では、  

国保だけでは削減することは困難ですが、広域連合化した場合、現在市町村で  

行っている業務の多くは本広域連合で一括して行うため、市町村の国保担当の  

実質的な負担は軽減されると考えています。  
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現状の国保事務担当者数（255名）  広域化後の市町村の体制（143名）  

〔平成19年4月1■日〕   資格44名  

○窓口業務として、1団体に   

最低限1人を残す。  

○窓口業務担当者に碍数の   

仕事を命じる 

それぞれの市町村での事   

務処理効果が違ってくる。  

給付30名  

報告57名  報告0名  

賦課64名  

l  

1  

I  

／  

I / 

l  ／  

レセプト  

（非常勤等）60名  

レセプト  

（非常勤等）0名（△60名）  
：／  
； l＿ノ．＿＿＿＿－■＿＿…＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿……＿＿…＿＿●●‖＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿…●＿‖＿＿…＿＿＿＿‥＿＿。  

広域連合（58名う  

課長  1名／／  

資格（賦課）係10名  

給付係 10名  

保健事業係 3名   



2 広域専用国保システム  

システムについては、新たに統一の国保システムを導入するのか、既存の市  

町村のシステムを利用して各市町村に設置した端末からデータだけを取り込む  

ようにするのか、検討を行いました。   

市町村では、IT関係の費用負担は年々増大しており、現状のまま、それぞ  

れの市町村が制度改正の度に多額の改修費用を支払うよりも、この際に県内統  

一の国保システムを導入すべきという結論となりました。   

具体的には、「平成18年度複数市町村等共同アウトソーシング・システム開  

発実証事業」で高知県政策企画部情報政策課が行った「国民健康保険業務の開  

発・実証」の成果を基礎に、来年度本格稼働予定の後期高齢者医療制度の広域  

連合電算処理システムや現在県内8町村で進めている介護保険システムの共同  

利用を参考にして、システムの構築やシステム導入に係る費用を検討していく  

必要があります。  

（1）システム全体イメージ   

国民健康保険事業の事務の広域化を実施した場合に想定されるシステム全  

体のイメージを図1．1にお示しします。   

広域連合側には、国民健康保険業務用のアプリケーションを格納した「広域  

専用国保システムサーバ」を設置し、各市町村側からLGWAN等のネットワ  

ークを介して参加する市町村で共同利用する形態を想定しています。   

また、国民健康保険システムは、業務の特性上、住民基本台帳、税業務等の  

個別業務システムと密接に関係しているシステムです。   

このため、個別業務システムと広域連合国保システムサーバとの連携を実現  

させる必要があります。  
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市町村ニ◇ 広域連合：0 賦課：1 徴収・2  

図1．1システム全体のイメージ  

（2）データ連携及び連携のタイミング   

広域専用国保システムと市町村側の個別業務システムとの間で必要と考え  

られるデータ連携及び連携のタイミングを表2．1に示します。   

連携のタイミングは、それぞれの業務の特性に合わせて日次、月次、年次を  

想定したものです。   

なお、連携のタイミングは、通常業務に支障がない範囲で、事務の広域化を  

実施する際に参加市町村が協議のうえ決定する必要があります。  
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表2．1データ連携及び連携のタイミング  

個別業務システム   転送データ   転送タイミング※   送信元   受信元   

住民異動情報   日次   個別業務システム   広域専用国環システム  

住民基本台帳  

資格情報   日次   広域専用国保システム  個別芙務システム   

住民異動情報   日次   個別業務システム   広域専用国保システム  

外国人登録システム  

資格情報   日次   広域専用国保システム  個別業務システム   

所得情報（住民税）   年次・月次  個別業務システム   広域専用国保システム  
税システム  

税情報（固定資産税）   年次・月次  個別業務システム   広域専用国保システム   

賦課情報   日次   広域専用国保システム  個別業務システム  

収納管理システム  

収納情報   日次   個別業務システム   広域専用国保システム   

住登外異動情報   日次   個別業務システム   広域専用国保システム  

宛名管理システム  

宛名移動情報   日次   個別業務システム   広域専用国保システム   

介護保険システム   適用除外情報   月次   個別業務システム   広域専用国保システム   

特別徴収対象者情報   月次   個別業務システム   広域専用国保システム  

後期高齢者医療システム  
特別徴収依頼情報   月次   広域専用国保システム  個別業務シス与ム   

（3）システム導入費用   

国民健康保険事業の事務の広域化を実施する場合、システム化を行う範囲  

や規模、必要な機器構成などを決定したうえで、システム導入費用や保守費  

等に から見積書を徴収する必要があります0 さらに、 

町村が連携して、その見積内容を精査し、システム導入費用を固めていく作  

業が不可欠となります。そのため、現時点でシステム導入費用を算出するこ  

とは困難ですが、財団法人地方自治情報センター（以下、「IJASDEC」）とい  

います。）の「平成18年度複数市町村等共同アウトソーシング・システム開  

発実証事業」で高知県政策企画部情報政策課が実施した「国民健康保険業務  

の開発・実証」の成果報告書を基礎として、LASDECライブラリ登録ソフト  

ウェアを利用することを前提として試算した県内全市町村による共同アウト  

ソーシングの概算費用を 表3．1に、その詳細を別紙1にお示しします。   

また、概算費用を試算するための基礎とした前述の「国民健康保険業務の  

開発・実証」の成果報告書（抜粋）を別紙2にお示しします。   

なお、この報告書にある標準導入費用は、あくまでも参考資料として位置づ  

けられています。そのため、表3．1の概算費用についても同様の位置づけとな  

ります。  
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広域化事業の実施の際には、詳細な見積書の提示を受け、一層の見積金額の  

削減を行ったうえで可能な限り、競争入札を行うなど全体経費の削減に努める  

ことが必要となります。  

ノ 表3．1システム導入の概算費用（県内全市町村による共同アウトソーシング）  

項目   概算見積（円）   備考 

ライブラリ登録パッケージ改修費   100，400，000  H19年4月以降の法改正対応   

ハードウェア、プログラムプロダクト   47，777，500  

システム導入作業費   36，200，000  

データ移行作業   133，750，000  共同システム側のみの費用   

データ連携作業   

シ不テム導入費 合計   

費用から算出した参考資料   

項目   概算見積（円）   備考   

保守費   13，981，400  1年間分 

合計   13，981，400  H18年度成果報告書の標準導 

入  

費用から算出した参考資料  

なお、複数市町村で業務システムを共同利用する類似の事例として、産学  

官民が連携して県・市町村の情報システムの共同利用に取り組んでいる社団  

法人高知県情報産業協会電子自治体推進委員会（以下、「電子自治体推進委員  

会」という。）が、平成18年度に策定した「介護保険システム共同利用計画」  

があります。その内容を以下にお示しします占  

＜県内の12市町村による介護保険システムの共同利用を前提とした経費比較＞  

・現行のシステム経費に比べ、6年間で38％の経費の削減効果  

・特に、制度改正によるシステム修正費では、6年間で82％の経費の削減  

効果  

ー19－  

覇   



3 メリット  

① 国保事務を広域連合で行うことにより、市町村国保担当職員の負担軽減と   

人員削減が可能となります。  

② システムを統一することによって、制度改正の度に各市町村で行っていた   

システム改修を一括に行えるため、大幅なコストダウンが可能となります。  

③ 県内国保事務のレベルの統一化が図れます。  

④ 保険者を広域連合とし、保険料を統一、又はグループ化すれば保険財政   

の基盤の安定化が図れます。  

⑤ 今後レセプトの電子化が進んでいけば、広域連合に集まったレセプトの   

情報を活用して、積極的な保健事業を展開していくことが可能となります。  

このように、さまざまなスケールメリットが考えられます。  

4 問題点と対応  

① 地方単独事業の取扱いについて  

・市町村によって地方単独事業の内容が違うため、保険者を広域連合とした場  

合には単独事業の保険料への影響をどうするのか、また、交付金事務も繁雑に  

なると思われます。   

しかし、地方単独事業は各市町村がそれぞれの政策として行っているので、  

統一は難しいと思われます。  

→分賦金方式なら現状を維持することは可能となります。  

② 特別調整交付金の減額の可能性について  

・保険者が広域連合になると、今まで受けていた特別調整交付金が受けられな  

くなってしまう可能性があります。   

→制度改正により後期高齢者が国保から独立し、国保全体の医療費が下が．  

り、対象の年齢層が変わるため、広域でも対象になる可能性もあります。  

（∋ 保険料の引き上げについて  
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・税率を統一方式にすると従来に比べ国保料（税）の水準が上がる市町村が出  

てくる可能性があり、ます。また、市町村の参加状況に‘よっても急激に国保料（税）  

が増加してしまう可能性があります。   

→統一方式の場合には、住民の負担を考えた経過措置を検討する必要があ  

ります。  

④ 保険料の賦課方式について  

・国保料（税）を統一方式とする場合、3方式（所得割・均等割・平等割）と  
4方式（資産割・’所得割・均等割・平等割）のどちらで賦課するのかの検討が  

必要になります。   

→4方式の場合、住所地以外の資産税についても、システムで被保険者番  
号と個人をマッチングさせることが出来れば算定は可能となります。  

⑤ データ移行費用について  

・国民健康保険事業の事務の広域化を実施する場合、   

・市町村側の既存の国保システムから「広域専用国保システム」へのデー  

タ移行   

・市町村側の個別業務システムと「広域専用国保システム」とのデータ連  

携   

を行わなければなりません。   

このデータ移行・データ連携業務は、参加市町村が個別にべンダから見積   

書を徴収して経費を確定しなければなりません。これもシステム導入費用と   

同様に、それぞれの市町村が見積内容を精査し、費用を固めていく作業が不   

可欠であり、現時点で、データ移行・データ連携費用を算出することは困難   

です。ただし、類似の事例として、前述の「介護保険システム共同利用計画」   

があります。その内容を以下にお示しします。   

なお、平成19年度に、各市町村と高知県後期高齢者広域連合との間で、デ   

ータ連携システムが構築されていることから、このシステムを有効利用する   

ことにより経衰を削減できる可能性が考えられるので、その検討が必要とな   

ります。  

′＼  
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＜県内の12市町村の共同利用を前提としたデータ移行・データ連携費＞  

ア データ移行費  

・各市町村の保守ベンダからの見積金額：約500万円～1，100万円   

※この見積金額を精査し、金額を確定する必要があります。  

イ データ連携費  

・各市町村の保守ベンダか らの見積金額：約100万円～700万円   

※この見積金額を精査し、金額を確定する必要があります。  

ウ 参考  

・平成20年4月からの介護保険システム共同利用に向けて取り組んで  

いる4団体（8町村）の実績では、データ移行費・データ連携費の合計  

で、約600万円の金額となっています。  

（砂 制度改正のリスクについて  

・県内全域を区域とする広域連合の設立は全国で初めてであり、分賦金制度等  

判断がつかないケースが多いため、今後確立した制度が出来た時に、様々な修  

正点が出てくる可能性があります。  

→厚生労働省と協議して、方法を決定していく必要があります。  

⑦ 県の参画方法について  

・県の参画方法を具体的にどのように行うのかの検討が必要となります。   

→県の条例で定めることによって、県の事務のうち、国保事務に関連する  

ものを広域連合で処理することができます（地方自治法第291条の2  

第2項）。例えば事業年報、退職者医療事業年報などが考えられます。  

これにより、県の業務の軽減や職員の削減が可能となり、その人員を広  

域連合に派遣できれば、より多くの業務を広域連合で関わることになり、  

実質的な参画が可能となります。  
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5 今後検討すべき課題  

・広域の手法はどうするのか。（広域連合、一部事務組合、また、全市町村、・一  

部の市町村）  

・賦課の方式をどうするか。（統一賦課方式・分賦金方式）  

・統一賦課方式とする場合は、保険料の水準や市町村単独事業の扱い。  

．・国保連合会との関係をどのよう整理するのか。  

・調整交付金の算定がどうなるのか。  

・システムの移行費用、データ連携費用がどの程度かかろのか。  

・システム構築費、運用費がどの程度かかるのか。  

国保事業の広域連合化の実現に向けて、今後検討すべき課題は多数あります。  

その課題を解決していくためには、今後も国保事業の広域化の検討・研究を継  

続的に行っていく必要があります。   

また、被保険者である住民の皆さんに国保制度の現状を説明し、広域化の必  

要性などを理解していただく必要がありますし、それと合わせて保険料の負担  

に変動が生じるような場合には、その必要性を十分に理解を頂くことが前提と  

なります。   

そのためには、保険者である各市町村長の理解と賛同をいただいて、これら  

の課題の検討を進めていく必要があります。  
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第2回・・・平成19年  

第3回・‥平成19年  

第4回・・・平成19年  

第5回・・・平成19年  

第6回・‥平成19年1  

7月 4日  

7月25日  

7月31日  

8月23日  

9月12日  

1月15日  

国民健康保険制度の広域化に関する勉強会に参加・協力していただいた方々  

課長補佐  中澤良夫  
課長  

畠中龍雄  

保険医療係 主幹  山下剛史  

高知市  保険医療課  

安芸市  市民課  

須崎市  市民課  

香南市  保険医療課  

安田町  町民生活課  

中土佐町  町民課  

梼原町  保険福祉支援センター  
国保連合会 電算管理課  

高知県  情報政策課  

J／  

市町村合併支援室  

国保指導課  

JJ  

JJ  

JJ  

市町村振興課  

／／  

／／  

JJ  

中島貴也  

手島一意  

高橋洋佑  

橋田淳一  

芝  郁  

高橋慎一  

遠近知代  

山崎隆久  

武市隆志  

益井廉浩  

今倉俊男  

虞田陽平  

松谷 朗  

北村 強  

武田良二  

麻田典宏   

国保老人係 主幹  

国保係  主事  

国保係  主幹  

医療保険係長  

電算係  

チーフ（地域情報担当）  

主任  

チーフ（合併構想担当）  

課長  

課長補佐  

チーフ（国保指導担当）  

主査  
課長  

疎長補佐  

チーフ（行政担当）  

主査  

ー24－  


